
Copyright 2022 NTT CORPORATION

地域通信事業の成長戦略

IR DAY 2024



Copyright 2022 NTT CORPORATION

1.現状の課題
2.市場の変化と今後の事業戦略
3.地域通信事業/NTT東西のめざす方向性



Copyright 2022 NTT CORPORATION

1.現状の課題
2.市場の変化と今後の事業戦略
3.地域通信事業/NTT東西のめざす方向性



4Copyright 2024 NTT CORPORATION

現状の課題：光純増の縮小
• 光高速化ニーズへの対応、マンション市場への取組みの不足
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前中期計画のコスト削減（対2017年度）実績

3,607 3,883 
4,202 4,400 4,205 4,377 

2,900 

現状の課題：コスト削減の推移
• インフレ影響（電気料金、人件費等）や特殊要因もあり、コスト削減効果は縮小

営業利益

（約3,600）
（約4,000）
売却益除き

（単位：億円）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024E

＋120億円
＋370億円

インフレ・
特殊要因の影響
＋210億円

＋200億円
▲1,050

▲1,300

▲600 ▲450

+5
（年度）

※2018、2019年度のコスト削減額は、2017年度に実施したメタル設備の減損（約1,300億円）による反動減影響あり

▲160
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爆発的なデジタル化とネットワーク需要
• 官公庁等のデジタル化によりクラウド化が進みWANの需要が拡大
• クラウド事業者にトラフィックが集まり、データセンター間ネットワークの需要が増加
• 個人利用も、映像視聴やリモートワークの進展等、トラフィックが増加

全国に多数ある拠点間をプライベート網で
接続を要望する需要が増

映像視聴、リモートワーク、オンラインゲーム等
の利用増に伴い、トラフィックが爆発的に増

個人向け法人向け

•光ブロードバンドサービス （ハイスピードタイプ）

受注事例

•官公庁等基幹ネットワーク構築
•情報基盤、教育、防災ネットワーク構築

受注事例

データセンター間をプライベート網で遅延なく
接続を要望するデータセンター事業者が増

データセンター間接続

•データセンター間のネットワーク／基盤増強
•関連の設備構築、工事保守の受託

受注事例
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18.6%

21.0%

22.0%

24.0%

22.6%

収益構造の変遷
• ビジネス向けの収入割合は、DX、クラウド化等により拡大
• 今後、AIの拡大により、さらにビジネス向けの割合は高まっていくと想定

ビジネス向けの収入

2018 2019 2020 2021 2022 202320172013 2014 2015 2016

6,797

7,237

7,535

6,710
6,838

7,743

7,280

ビジネス向け
収入比率

ビジネス向け
収入

（単位：億円）

（年度）

22.7%
24.1%



9Copyright 2024 NTT CORPORATION

今後の事業戦略

1.法人向けネットワーク事業の成長戦略

2.光ビジネスのシェア回復

3.従来型ビジネスのコスト構造改革
～通信オペレーション改革～

4.事業ポートフォリオの入れ替え

5.成長事業の更なる拡大
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事業ポートフォリオ別の方向性

注：円の大きさは2023年度営業収益

利益率

市場成長性

トランスファー

ネットワーク

コンシューマ
向け

新規事業
（子会社）

PSTN
サービス

不採算
サービス

・地域の社会課題解決
・通信インフラ整備
・電子コミック

成長・新規事業
3,000億円

ビジネス向け事業
7,500億円

固定電話
ISDN、等電話帳

番号案内等撤退

SI等

ビジネス
向け

投資・出資拡大 市場の拡大に対応し、強化

コンシューマ向け事業
(固定通信) 
4,900億円

抜本的な効率化

シェア拡大、オペレーション効率化

光サービス
(FTTH、ひかり電話 等) 

1兆4,000億円
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法人向けネットワーク事業の進化・拡大
• 既存の光ネットワークを最大限に活用し、強みである地域とのコネクション、エンジニアリング力を活かした、
社会のデジタル化を捉えたネットワーク事業を拡大（27年度 250億円増益）

ネットワークインテグレーション事業による
利益拡大今後のデジタル社会基盤の下支え

（計画）

(億円)

+250
550

300

2023 2024 2027

（利益）

自治体 省庁

教育 民需医療

クラウド統合基盤
第5次LGWAN

ガバメント
ソリューションサービス

次期GIGAスクール
学術情報NW

全国医療情報
プラットフォーム

インダストリークラウド
DC間NWの需要増

ネットワーク
運用・保守地域密着

ベンダ連携多拠点デリバリ
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今後のネットワーク需要への対応
• 通信トラフィック増の更なる加速に対応して、通信ネットワークの高度化と効率的オペレーションを同時実現することで、
持続的に、我が国の情報通信インフラ維持・サービス提供を担っていく

• 生成AIの利用拡大等が進むと、拠点間を直接結ぶプライベート接続の需要が増加
• 保有する通信ネットワークを最大限活用し、プライベート接続の需要を確実に取り込んでいく

緩やかではあるが、
着実に拡大

生成AIの利用
拡大等により
需要は急増

FTTH
Interconnected WAN等

通信ネットワークの高度化と
効率的オペレーションを同時実現

急増するプライベート接続の需要へ
確実に対応

通信ネットワーク

既存網を活用した
プライベート接続
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光サービスの現状と今後の目標
• フレッツ光クロス・マンション市場の営業強化や料金戦略等により、シェア拡大・利益改善を図り、

27年度に400億円の利益創出をめざす
• 純増数は24年度 8月末実績で対前年117%と拡大トレンドに転じ、取り組みが奏功しつつある

末施設数

2023年度 2024年度 2027年度2022年度

開通数

2,358万

廃止数

236万
26万16万

224万
4万

227万

光クロス

光ネクスト

196万

フレッツ光クロス
エリア拡大

226万

フレッツ光クロスの
更なるエリア拡大、
販売・移行の強化

光導入済み
マンション拡大

2,365万 2,375万 2,400万
8月末純増:5.7万
(対前年117%)

216万

デベロッパ・管理会社と
連携した全戸一括の

提供強化
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光クロス拡販に向けた取り組み（光高速化ニーズへの対応）
• ARPU拡大が見込まれる光クロスへ、工事費無料等の移行促進施策や市場環境に応じた
販促費投入を通じた高速ニーズへの対応強化、および面的拡大の取り組みを通じ、光基盤を拡大

光クロス提供エリア拡大スケジュール高速ニーズへの対応強化/販促施策

高
速
ニ
ー
ズ
対
応

集合住宅での光クロス対応
 2022～

ひかり電話対応
 2023～

全戸一括への
光クロス対応開始

面
的
拡
大

光クロス提供エリア拡大

不動産企業連携を通じた
マンション市場強化

販
売
促
進
施
策

コラボ事業者との
割引キャンペーン

ワンコインCP 等

1ギガサービス等
からの

乗換工事費無料

競争エリアへの
販売促進費
重点配分

2025 202720232021

20％

5％

北関東・長野・
東北・山梨・
広島・福岡・愛媛・
岡山・熊本 等へ
順次拡大

北海道・宮城・新潟・
三重・奈良 等一部

首都圏4都県・
京都・静岡 等
一部

東京23区・
大阪・名古屋
一部

需要を踏まえ
順次拡大

世帯カバー率

60％超
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マンション市場における取り組み
• 市場ニーズや営業効率が高い全戸一括の導入にむけて、デベロッパ・管理会社と連携強化
• 全戸一括の拡大により、中長期的に収入が維持できるビジネスモデルへ転換

全戸一括提供の意義 全戸一括導入戸数
不動産企業等との包括的連携を
通じた全戸一括営業の強化

全戸契約 戸別契約お客様ニーズ

※新築物件オーナーの大宗は全戸契約を希望

全戸契約 戸別契約営業効率

全戸契約 戸別契約継続率

入居者

オーナ等

不動産企業等

NTT東西

全戸光提案

一括導入へ
向けた連携

（申込受付）

2022 2023 2024 2027

ホテル業界やサービス付
高齢者向け住宅等へも

販売拡大

1.7倍

1.3倍
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開通工事販売

DX･AIによる通信オペレーション改革
• 人手中心のフロント・バックヤード有人対応業務を、DX・AIを全面活用し再設計
⇒徹底的な効率化と “ゼロタッチ化（無人化）”

• 約半分の人員に削減することで、27年度に180億円の利益改善をめざす

現状

27年度以降

効果

7,800人1,700人

利益 20億

SO(申込処理)

1,850人

稼働取得 住所登録 設備設計

800人

0人

受付

4,000人

2,700人3,600人

利益 160億

OpS自動要求不可→専用システム投入

OpS

フロント バックヤード

人手による
工事稼働取得/設備設計

人手による物品要求注文呼（20%）問合せ等注文以外の呼
（80%）

部分最適化したシステム/
人手による申込処理

DX自動化による
工事手配業務の自動化

Web/AI応対による
無人化

インサイドセールス
リソース強化

DX自動化による
SO自動流通＆迅速/柔軟な開発を実現

住所登録

稼働取得 設備設計
自動流通

（フロースルー）

申込IF

基幹OpS

情報流通PF(iPaaS×BPMS)

×
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DX･AIによる通信オペレーション改革
• オンサイト業務等の人手による作業はAI画像診断等の技術を活用することで業務を高度化
• NW装置の運用における定型反復業務は、DX・AIを全面活用し“ゼロタッチ化（無人化）”
させることで、27年度に110億円の利益改善をめざす

1,700人 7,600人 10,400人

設備系業務

保全/故障修理 基盤構築/設備運用

利益 110億

1,150人 7,600人

人手による
問診/故障切り分け等

人手による
オンサイト保守/点検

Web/AI応対による
簡易問診/切り分けの無人化

AI画像診断による
スマート点検

現状

27年度以降

効果

生成AIを活用した
AI-IVRによる応対

Web完結

DXと業務統一による
エリアフリー化

エリアフリーで
業務を遂行

DX自動化による
ゼロタッチオペレーション

NW装置アラーム 影響把握
回復シナリオ
自動配信

人手による
NW装置アラーム確認/対処

手動対処NW装置アラーム

各エリアに
分散したセンタ業務

エリアごとに
センタを設置

6,500人

MMSで画像取得 画像をAIが遠隔診断
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不採算サービスからの撤退
• コンシューマ向け回線関連ビジネスの終了と早期デジタルサービス化に向けた取り組みを通じ、

2027年度に135億円の利益改善

2024 2025 2026

+135

+10

電話帳

番号案内

請求書電子化

(億円)

+80

+20

2027

利益改善効果スケジュール

2024 2025 2026 2027

電
話
帳

番
号
案
内

請
求
書
電
子
化

そ
の
他

▲7/19 報道発表
（提供終了）

▲7/19 報道発表
（提供終了）

▲3月 タウンページ最終版発行

▲3/31 提供終了

▲請求書電子化
本格展開

希望制による随時配送

▲センタ閉鎖
(東日本:2センタ)
(西日本:4センタ)

▲7/29 公表
 翌月合算請求書
 発行条件見直し

社会動向や事業環境を踏まえ、
電報等のレガシーの在り方を検討 +1 +10

+15+5

+1

+30

+50

+65

+10

+60

（年度）
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PSTNサービスの代替サービスへの移行
• 3,500億円のPSTNサービスの基本料収入基盤は、お客様との様々なコンタクト機会での移行勧奨や
料金戦略により最大限維持

• メタル設備が限界を迎える2035年頃までに代替サービス(光・無線を活用した固定電話)へ移行

移転や故障修理等を契機
とした移行勧奨

2023 2027

PSTNサービス
PSTNサービス

3,500億円 2,500億円+α

光サービス 等

サービス料金見直し

▲8%/年の
自然減トレンド

（年度）
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成長事業の更なる拡大（ソルマーレの拡大）
• 国内最大級（月間利用者数4,000万人超、取扱い冊数140万冊以上）の電子書籍ストアである
コミックシーモアの拡大に加え、オリジナルコミック制作からライセンス展開までの包括的取組みを強化し、
グローバル市場へもビジネスを展開

• 全社売上高は、約800億円(2023年度)から1,000億円(2027年度) をめざす

コミック制作

約950億円

約50億円

2027年度
国内事業拡大

グローバル展開

作品販売 ライセンス展開

包括的に実施

ドラマ

アニメ/映画

グッズ

出版

オリジナル作品を拡充
約3,000作品

（2023年度比 1.5倍）
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成長事業の更なる拡大（NTT e-Asiaの取組み）
• 現在、ベトナム・ビンズオン省において、高品質な通信インフラ整備のノウハウを活用した

FTTH整備事業を展開中
• 今後の人口増が見込まれる東南アジア地域へ、“社会インフラ事業”を拡大

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

1990 2000 2010 2020 2030 2040

(出典) PopulationPyramid.net,

(億人)

インドネシア

フィリピン
日本

ベトナム
タイ
マレーシア

現地キャリア向けにFTTH基盤を構築
NWサービスやWi-Fiサービス展開を支援

レベニューシェア
サービス
提供

FTTH
基盤整備

利用料

利用者

ベトナム ビンズオン省における取り組み人口増が見込まれる東南アジア地域
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業績回復に向けた取り組み（まとめ）

4,3774,205

（単位：億円）

営
業
利
益

2,900

ノンコア資産の
スリム化

2024年度をボトムに
増益基調へ転換

3
２
1

+
α

2022 2023 2024 2025 2026 2027

設備コスト、人件費減等の
経営改善取り組みの継続

3

２

1

+
α

法人事業拡大等の取り組み
2027年度 ＋250億円

FTTHの回復に向けた取り組み
2027年度 ＋400億円

人材・事業ポートフォリオの見直し
2027年度 ＋450億円

新規事業の拡大、更なる料金見直し等
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地域通信事業/NTT東西のめざす方向性
• 回線インフラ提供者 ＋ 社会の個別/成長需要に対応するNWインテグレーター
• Public Entity向けのプラットフォーマー（社会インフラ事業）
• 地域を支え、存在し続ける会社

防災・
スマートインフラ

まちづくり

アグリ
（一次産業）

自動運転

回線事業（FTTH等）

次世代デジタル基盤

エネルギー エンタメ

デバイス SI・BPO

セキュリティ 無線

子会社等を活用した
新規事業のスケール化

運用・保守多拠点デリバリ
地域密着

ネットワーク事業

ベンダ連携

アセットを活用した
ビジネスの創出
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地域循環型社会の実現

岩松院本堂天井絵「鳳凰図」を
デジタル化し天井絵として再現する

展覧会を開催

IoT/AI等による失敗しない農業
自社圃場による生産

（ベジアイシティ山梨中央）

市役所、道の駅に導入
人手不足の解決、利便性の向上

（山形県 長井市等）

スマートストア 文化芸術のデジタル化

eスポーツ

次世代施設園芸

地域モビリティ地域のスポーツ振興

全国初!わかさスタジアム京都に
野球専用AIカメラ&PTZカメラを

同時常設導入

岩手県紫波町における
メタン発酵バイオガス発電 

バイオガス発電

ドローン

農薬散布における
パイロットも含めたドローン派遣
橋梁や添架管路、鉄塔などの

インフラ点検

ドライバー不足による路線バスの
運行減少等を見据え、

自動運転サービスを社会実装

NTTe-Sports高等学院千葉校
（2025年 4月より開校）
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営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されて
います。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために不可欠となる一定の前提
（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内
在する不確定性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市市場その他の状況変化等による変動可能性
に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想
数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異なる可能性があります。

※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。


